
特別区制度（いわゆる「大阪都構想」）とは？

●大阪府・大阪市の両議会で「特別区設置協定書」が承認され、住民投票が実施されることとなれば、「特別
　区設置協定書」について「賛成」か「反対」かの判断をいただくことになります。
●大都市地域における特別区の設置に関する法律に基づき、次の事項などを定める必要があり、協議が進
　められています。
●現在の住民サービスを適切に提供できるよう、特別区と大阪府の事務の分担に応じて、財源の配分、財産・
　債務の承継、必要な職員配置を行います。

●区役所は、最も住民に近い地域にあってそのニーズ
　に沿ったサービスを提供する拠点としての役割を引
　き続き担います。

●災害時は４つの特別区に災害対策本部を設置
　し、特別区長のもとで、地域の被災状況等に応
　じたきめ細やかな応急救助や住民支援を実施
　します。

特別区制度は大阪府市を再編し、広域行政は府へ一元化するとともに、
大阪市をなくし基礎自治体として４つの特別区を設置するものです。
特別区設置協定書 災害対策及び体制区役所（地域自治区の事務所）の

事務と組織体制

●住民投票後、設置準備業務を推進する「準備組織」を速やかに設置し、府市関係部局と緊密に連携しなが
　ら、設置準備業務を着実に進め、進捗に応じて議会への報告と住民への周知を的確に行います。

特別区設置に向けた工程表について

●協議会でとりまとめられた協定書が大阪府・大阪市の両議会で審議のうえ、承認されれば、特別区の設置   
　の賛否について、大阪市民 (有権者)を対象に住民投票が実施されることになります。
●住民投票により、有効投票総数の過半数が賛成となれば、現在の大阪市を廃止し、公選区長と区議会を置
　く基礎自治体として4つの特別区が設置されます。

特別区の設置を最終的に決定するのは住民の皆さまです

特別区の名称・区域及び議員定数等

特別区設置までの流れ

地域自治区・区役所

4つの特別区を設置 凡例

現 淀川区役所
現 大阪市本庁舎
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現 中央区役所
現 天王寺区役所
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● 区役所（地域自治区の事務所）

※現在の淀川区、中央区、
　天王寺区を所管する区役所
　（地域自治区の事務所）は、特別区本庁舎の中に設置

●現在の24区単位で
　地域自治区を設置
●現在の窓口サービスなどを
　引き続き実施

※第27回協議会会長提出資料及び第32回協議会資料をもとに作成

事務の分担
●特別区と大阪府の役割分担を徹底

住民に身近な事務特別区
大阪全体の成長、都市の発展、
安全・安心に関わる事務大阪府

大阪市の財産・債務の取扱い
●特別区と大阪府の事務分担などを踏まえて
　財産・債務を承継
●株式、基金等の財産は、特別区への承継を基本
●発行済みの大阪市債は、大阪府に一元化して償還
　（償還費用は特別区と大阪府が財政調整財源等で負担）

特別区の設置の日
●２０２５年（令和７年）１月１日

財政の調整
●特別区と大阪府の事務分担に応じて
　財源を配分
●特別区には、各区の税収格差を是正
　できるよう、財源を配分

職員の移管
（特別区・大阪府への職員配置）

●特別区と大阪府の事務分担に応じて
　必要な職員を配置

●各特別区の職員は、勤務地にかかわらず、
　それぞれの特別区地域防災計画に定められた
　役割に基づき、災害対策に取り組みます。

●現在、大阪市で行っている市民優遇措置（入場
　料の減免等）は、協定書の趣旨を踏まえて、大
　阪府への移管後も維持します。

市民利用施設（集客施設等）
における優遇措置

●大阪城天守閣、大阪歴史博物館、市立科学館、
　市立東洋陶磁美術館、市立美術館、
　市立自然史博物館、大阪城西の丸庭園、
　咲くやこの花館、長居植物園

・・・市内在住の65歳以上の方の入場料等が無料

●天王寺動物園、慶沢園
　・・・市内在住の65歳以上の方、小中学生の
　　 入園料が無料

市民優遇措置を設けている施設のうち
大阪府に移管する文化施設等や公園施設

●特別区長と知事の人員マネジメントの
　もと、それぞれの機能をフルに発揮できる
　最適な組織体制をめざす
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協議会で協議

令和6年度
令和7年1月1日

●関係団体との協議・調整
●町名の住民意見聴取
●住民への周知
●システム改修など
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区役所特別区

●現在の24区単位で地域自治区を設置します。
　区役所は現在の名称のままとなります。

●現在の区役所で行っている事務のうち、
　窓口サービス、保健福祉センター、地域
　活動支援、地域防災など住民に密接した
　事務は引き続き区役所（地域自治区の事
　務所）で実施します。

地域の防災活動、地域活動支援、
地域協議会の運営、区役所のとり
まとめなどを行う部門

総務・地域活動支援部門

住民票、戸籍、印鑑登録証明や、国
民健康保険、国民年金、税関係証
明書の発行などの窓口サービスを
行う部門

窓口サービス部門

健診、予防接種、保健師による家
庭訪問などの保健サービス、保育
所の入所手続、子育て支援、介護
保険、生活保護などの福祉サービ
スを行う部門

保健福祉センター

平成29年6月から 令和2年秋から冬頃 令和3年度から令和5年度

●各区役所は、特別区災害対策本部のもと、
　現在と同様に被災現場の対応等を実施します。

現時点


